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平成２１年度 黒松内町の給与・定員管理等について

１ 総括

( ) 人件費の状況（普通会計決算）1

住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 (参考)
区 分

（ 現在） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 年度の人件費率H21.3.31 19

人 千円 千円 千円 ％ ％
年度20

3,219 3,243,610 120,810 518,735 16.0 15.4

( ) 職員給与費の状況（普通会計決算）2
職員数 給 与 費 一人当たり (参考)

区 分 給 与 費 類 似 団 体 平 均
Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
年度20

60 212,949 36,100 86,400 335,449 5,591 5,570

(注)１ 職員手当には、退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成 年４月１日現在の人数である。20

( ) 特記事項3
【人件費削減措置】

区 分 項 目 削 減 内 容 削減措置実施期間

一般職 給 料 給料月額を一律５％削減 平成１９年度～平成２１年度

特別職の給料月額を次のとおり削減
給 料 町 長 円を 円に削減 平成１９年度～平成２ 年度670,000 640,000 1

特別職 副町長 円を 円に削減595,000 575,000
教育長 円を 円に減額548,000 538,000

期末手当 削減後の給料月額で計算 平成１９年度～平成２ 年度1

( ) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）4

(注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

( ) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 年 月 日現在）1 21 4 1
① 一般行政職

平均給与月額
区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

歳 円 円 円
黒松内町 41.9 305,100 342,562 330,777

歳 円 円 円
北 海 道 44.5 328,477 398,318 375,971

歳 円 円 円
国 41.5 325,521 391,770－

歳 円 円 円
類似団体 43.2 310,441 351,560 339,753

( ) 職員の初任給の状況（平成 年 月 日）2 21 4 1
区 分 黒 松 内 町（減額前） 北 海 道 国

大 学 卒 円（ 円） 円 円163,600 172,200 159,285 172,200
一般行政職

高 校 卒 円（ 円） 円 円133,100 140,100 129,592 140,100

( ) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 年４月１日現在）3 21
経 験 年 数 経 験 年 数 経 験 年 数

区 分
年以上～ 年未満 年以上～ 年未満 年以上～ 年未満10 15 15 20 20 25

大 学 卒 円 円 円250,700 301,600 342,500
一般行政職

高 校 卒 円 円 円220,300 268,200 308,200

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

( ) 一般行政職の級別職員数の状況（平成 年 月 日現在）1 21 4 1
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

人 ％
１ 級 主事、技師、主事補、技師補

6 9.2

人 ％
２ 級 主任、主事、技師

4 6.2

人 ％
３ 級 主査、主任、主事、技師

13 20.0

課長、次長、上席主幹、主幹、 人 ％
４ 級

17 26.2主査、主任

人 ％
５ 級 課長、次長、上席主幹、主幹

9 13.8

人 ％
６ 級 課長、次長、上席主幹、主幹

16 24.6

人 ％
合 計

65 100

(注) １ 黒松内町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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(注) 平成 年に８級制から６級制に変更している （旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）18 。

４ 職員の手当の状況

( ) 期末手当・勤勉手当1

黒 松 内 町 北 海 道 国

１人当たり平均支給額(平成 年度) １人当たり平均支給額(平成 年度)20 20
－

千円 千円1,464 1,788

(平成 年度支給割合) (平成 年度支給割合) (平成 年度支給割合)20 20 20
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分3.0 1.5 3.0 1.45 3.0 1.5
( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分1.6 0.75 1.6 0.75 1.6 0.75

(加算措置の状況) (加算措置の状況) (加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職段階別加 ～ ・役 職 加 算 ～ ％な し 5 20% 5 20
・管理職加算 ～ ％ ・管理職加算 ～ ％10 25 10 25

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

( ) 退職手当（平成 年４月１日現在）2 21

黒松内町 国

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分20 23.50 30.55 20 23.50 30.55
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分25 33.50 41.34 25 33.50 41.34
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分35 47.50 59.28 35 47.50 59.28
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置その他の加算措置 その他の加算措置
( ％～ ％加算) ( ％～ ％加算)2 20 2 20

人当たり平均支給額 千円 千円1 27,190

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 年度に退職した職員に支給された平均額である。20

( ) 時間外勤務手当3
千円支給実績(平成 年度決算)20 7,987
千円職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 20 186
千円支給実績(平成 年度決算)19 7,839
千円職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 19 212

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
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( ) その他の手当（平成 年４月１日現在）4 21

国の制度 国の制度と 支 給 実 績 支給職員 人当たり1
20 20手 当 名 内容及び支給単価 ( 年度普通 平均支給年額(

との異同 異なる内容 会計決算) 年度普通会計決算)

・配偶者
月額 円13,000

・配偶者以外の扶養親族１人につき
扶 養 手 当 月額 円6,500

・配偶者のいない職員１人のみ 同 千円 円9,719 237,041
月額 円11,000

・ 歳に達する日後の最初の 月 日15 4 1
から 歳に達する日以後の最初の22
月 日までにある子3 31
月額 人につき 円加算1 5,000

・交通機関利用者(片道 以上)2km
月額 円限度として支給55,000

通 勤 手 当 ・自動車等使用者(片道 以上) 同 千円 円2km 306 61,200
通勤距離に応じて

円～ 円の範囲で支給2,000 24,500

・異動により同居していた配偶者と別
単 身 赴 任 居することとなり、単身で生活する 同 千円 円28 27,600
手 当 こととなった職員に、交通距離に応

じ月額 円～ 円を支給23,000 45,000

・家賃の額が 円を超える借家等12,000
住 居 手 当 の場合、家賃に応じて 円を限 異 持家支給額 千円 円27,000 1,375 49,114

度に支給
・持ち家は 円又は 円2,500 2,000

・土、日曜日等に日直勤務を命ぜられ
宿日直手当 た職員（一般職）に支給 同 千円 円559 4,200

１回につき 円4,200

管理又は監督する地位にある職員に・
管理職手当 支給 異 支給率 千円 円7,232 401,791

給料月額の ％～ ％6 10

初 任 給 ・行政職給料表の職務の級が 級以下2
調 整 手 当 の保健師に支給 異 対象者・率 千円 円220 109,608

給料月額 ％～ ％3 15

・世帯区分、扶養人数に応じて、 月11
寒冷地手当 から翌年 月までの毎月、 円～ 同 千円 円3 8,800 5,792 96,533

円を支給23,360
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５ 特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

(参考)類似団体における最高／最低額

給 町 長 円 （ 円） 円／ 円640,000 670,000 840,000 340,000
副 町 長 円 （ 円） 円／ 円575,000 595,000 705,000 391,800

料 教 育 長 円 （ 円） 円／ 円538,000 548,000 - -

報 議 長 円 円／ 円246,000 395,000 120,000
副 議 長 円 円／ 円194,000 310,000 93,300

酬 議 員 円 円／ 円164,000 290,000 84,800

期 町 長 （平成 年度支給割合）21
副 町 長 月分4.4

末 教 育 長

手 議 長 （平成 年度支給割合）21
副 議 長 月分4.4

当 議 員

（算定方法） （ 期の手当額） （支給時期）1
退 町 長 給料月額×在職年数× 月 千円 任期毎又は退職時5.126 13,123
職 副 町 長 給料月額×在職年数× 月 千円 任期毎又は退職時3.234 7,438
手 教 育 長 給料月額×在職年数× 月 千円 任期毎又は退職時2.838 6,107
当

備 考 退職手当については、減額後の金額にて算定

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。
２ 退職手当の「１期の手当額」は、 月 日現在の給与月額及び支給率に基づき、 期（ 年＝ 月）勤めた場合4 1 1 4 48

における退職手当の見込額である。

６ 職員数の状況

( ) 部門別職員数の状況と主な増減理由1
（各年 月 日現在）4 1

区 分 職 員 数 対 前 年
主 な 増 減 理 由

部 門 平成 年 平成 年 増 減 数20 21
2 2 0議 会

総 務 事務事業及び職員配置の見直しによる増19 21 2
普

4 4 0一 税 務

4 4 0通 般 民 生

行 衛 生 事務事業及び職員配置の見直しによる増6 7 1
会

11 11 0政 農林水産

1 1 0計 部 商 工

門 土 木 事務事業及び職員配置の見直しによる増3 4 1
部

＜参考＞
計 人口 万人当たり職員数 人50 54 4 1 167.75

人)( 類 似 団 体 の 人 口 万 人 当 た り の 職 員 数1 188.49
門

教 育 事務事業及び職員配置の見直しによる増10 12 2
＜参考＞

小 計 人口 万人当たり職員数 人60 66 6 1 205.03
人)( 類 似 団 体 の 人 口 万 人 当 た り の 職 員 数1 232.54

病 院 事務事業及び職員配置の見直しによる増公 19 20 1
2 2 0営会 水 道

1 1 0企計 下 水 道

そ の 他 △ 会計区分変更による減業部 4 3 1
26 26 0等門 小 計

△ ＜参考＞86 92 6
合 計

[ ] [ ] [ ] 人口 万人当たり職員数 人121 121 0 1 285.80

(注) １ 職員数は、一般職に属する職員数である。
２ [ ]内は、条例定数の合計である。
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( ) 年齢別職員数（一般職）構成の状況（平成 年 月 日現在）2 21 4 1

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60
区 分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

未満 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 以上23 27 31 35 39 43 47 51 55 59
年 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人21

0 2 4 4 11 11 6 7 7 3 10 65職員数 0
年前 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人5

1 2 15 10 6 8 5 4 9 2 64職員数 2 -

( ) 定員管理の数値目標及び進捗状況3
① 平成 年 月 日～平成 年 月 日における定員管理の数値目標17 4 1 22 4 1

平成 年 月１日 平成 年 月 日17 4 22 4 1
純 減 数 純 減 率

職 員 数 職 員 数

人 人 人 ％
52 49 3 5.8

(参考) 定員管理の数値目標（数・率）

計 画 期 間
数 値 目 標

始 期 終 期

17 4 1 22 3 31 48平成 年 月 日 平成 年 月 日 一般行政部門

② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
（各年 月 日現在）4 1

区 分 年 年 年 年 年 年～ 年 (参考)17 18 19 20 21 17 21
部 門 計画始期 年目 年目 年目 年目 計 数値目標1 2 3 4

52 50 52 50 54 48職員数 －
一般行政

-2 2 -2 4 2 50.00 -4増 減 － ( ％)

(注) １ 計画期間は、平成 年～平成 年の５年間である。17 21
２ ( ％)内の数値は、数値目標に対する進捗状況を示す。
３ 増減は、各年の欄にあっては前年対比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職

員増減数の累計を示す。
（参考） （各年 月 日現在）4 1

区 分 年 年 年 年 年 年～ 年 (参考)17 18 19 20 21 17 21
部 門 計画始期 年目 年目 年目 年目 計 数値目標1 2 3 4

12 11 11 10 11 12特別行政 職員数 －

0(教育) 増 減 － －-1 0 -1 1
28 30 27 26 26 30公営企業 職員数 －

2 -3 3 0 2等 会 計 増 減 － －

92 91 90 86 91 90職員数 －
計

-1 -1 -4 5 -1 50 -2増 減 － ( ％)
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７ 公営企業職員の状況

( ) 簡易水道事業1

① 職員給与費の条項

ア 決算

総 費 用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める (参考)
区 分 職員給与費比率 年度の総費用に占19

Ａ 実 質 収 支 Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

千円 千円 千円 ％ ％
年度20

42,909 2,529 16,857 39.3 34.0

職員数 給 与 費 一人当たり (参考)
区 分 給 与 費 類 似 団 体 平 均

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／ 一人当たりの給与費

人 千円 千円 千円 千円 千 千円
年度20

2 9,413 894 3,815 14,122 7,061 6,781

(注) １ 職員手当には、退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成 年 月 日現在の人数である。21 3 31

イ 特記事項

給料月額を一律５％削減【実施期間：平成１９年度～平成２１年度】

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 年 月 日）21 4 1
区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

黒 松 内 町 歳 円 円54.8 405,137 590,491

団 体 平 均 歳 円 円45.6 370,362 564,094

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

黒 松 内 町 黒松内町（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額(平成 年度) １人当たり平均支給額(平成 年度)20 20

千円 千円1,908 1,464

(平成 年度支給割合) (平成 年度支給割合)20 20
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分3.0 1.5 3.0 1.5

(加算措置の状況) (加算措置の状況)
な し な し

イ 退職手当（平成 年４月１日現在）21

黒松内町 黒松内町（一般行政職・団体平均等）

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分20 23.50 30.55 20 23.50 30.55
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分25 33.50 41.34 25 33.50 41.34
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分35 47.50 59.28 35 47.50 59.28
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置その他の加算措置 その他の加算措置
( ％～ ％加算) ( ％～ ％加算)2 20 2 20

人当たり平均支給額 千円 千円 人当たり平均支給額 千円 千円1 1 27,190

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 年度に退職した職員に支給された平均額である。20
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ウ 時間外勤務手当

千円支給実績(平成 年度決算)20 0
千円職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 20 0
千円支給実績(平成 年度決算)19 0
千円職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 19 0

(注) 時間外勤手当には、休日勤務手当を含む。

エ その他の手当（平成 年４月１日現在）21

一般行政職 一般行政職 支 給 実 績 支給職員 人当たり1
手 当 名 内容及び支給単価 の制度との の制度と異 平 均 支 給 年 額

異同 なる内容 ( 年度決算) ( 年度決算)20 20

・配偶者
月額 円13,000

・配偶者以外の扶養親族１人につき
扶 養 手 当 月額 円6,500

・配偶者のいない職員１人のみ 同 千円 円276 138,000
月額 円11,000

・ 歳に達する日後の最初の 月 日15 4 1
から 歳に達する日以後の最初の22
月 日までにある子3 31
月額 人 円加算1 5,000

・交通機関利用者(片道 以上)2km
月額 円限度として支給55,000

通 勤 手 当 自動車等使用者(片道 以上) 同 千円 円・ 2km 0 0
通勤距離に応じて

円～ 円の範囲で支給2,000 24,500

・家賃の額が 円を超える借家等12,000
住 居 手 当 の場合、家賃に応じて 円を限 異 持家支給額 千円 円27,000 48 24,000

度
・持ち家は、 円又は 円2,500 2,000

管理又は監督する地位にある職員に・
管理職手当 支給 同 千円 円336 335,916

給料月額の ％～ ％6 10

・世帯区分、扶養人数に応じて、 月11
寒冷地手当 から翌年 月までの毎月、 円～ 同 千円 円3 8,800 234 116,800

円を支給23,360
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(２) 下水道事業

① 職員給与費の条項

ア 決算

総 費 用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める (参考)
区 分 職員給与費比率 年度の総費用に占19

Ａ 実 質 収 支 Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

千円 千円 千円 ％ ％
年度20

92,028 1,386 5,148 5.6 6.4

職員数 給 与 費 一人当たり (参考)
区 分 給 与 費 類 似 団 体 平 均

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／ 一人当たりの給与費

人 千円 千円 千円 千円 千 千円
年度20

1 3,014 106 1,181 4,301 4,301 6,793

(注) １ 職員手当には、退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成 年 月 日現在の人数である。21 3 31

イ 特記事項

給料月額を一律５％削減【実施期間：平成１９年度～平成２１年度】

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 年 月 日）21 4 1

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

黒 松 内 町 歳 円 円37.3 259,900 365,382

団 体 平 均 歳 円 円45.0 369,682 565,255

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

黒 松 内 町 黒松内町（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額(平成 年度) １人当たり平均支給額(平成 年度)20 20

千円 千円1,181 1,464

(平成 年度支給割合) (平成 年度支給割合)20 20
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分3.0 1.5 3.0 1.5

(加算措置の状況) (加算措置の状況)
な し しな

イ 退職手当（平成 年４月１日現在）21

黒松内町 黒松内町（一般行政職・団体平均等）

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分20 23.50 30.55 20 23.50 30.55
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分25 33.50 41.34 25 33.50 41.34
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分35 47.50 59.28 35 47.50 59.28
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置その他の加算措置 その他の加算措置
( ％～ ％加算) ( ％～ ％加算)2 20 2 20

人当たり平均支給額 千円 千円 人当たり平均支給額 千円 千円1 1 27,190

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成 年度に退職した職員に支給された平均額である。20
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ウ 時間外勤務手当

千円支給実績(平成 年度決算)20 62
千円支給職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 20 62
千円支給実績(平成 年度決算)19 145
千円支給職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 19 145

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ その他の手当（平成 年４月１日現在）21

一般行政職 一般行政職 支 給 実 績 支給職員 人当たり1
手 当 名 内容及び支給単価 の制度との の制度と異 平 均 支 給 年 額

異同 なる内容 ( 年度決算) ( 年度決算)20 20

・配偶者
月額 円13,000

・配偶者以外の扶養親族１人につき
扶 養 手 当 月額 円6,500

・配偶者のいない職員１人のみ 同 千円 円0 0
月額 円11,000

・ 歳に達する日後の最初の 月 日15 4 1
から 歳に達する日以後の最初の22
月 日までにある子3 31
月額 人 円加算1 5,000

・交通機関利用者(片道 以上)2km
月額 円限度として支給55,000

通 勤 手 当 自動車等使用者(片道 以上) 同 千円 円・ 2km 0 0
通勤距離に応じて

円～ 円の範囲で支給2,000 24,500

・家賃の額が 円を超える借家等12,000
住 居 手 当 の場合、家賃に応じて 円を限 異 持家支給額 千円 円27,000 0 0

度
・持ち家は、 円又は 円2,500 2,000

管理又は監督する地位にある職員に・
管理職手当 支給 同 千円 円0 0

給料月額 ％～ ％6 10

・世帯区分、扶養人数に応じて、 月11
寒冷地手当 から翌年 月までの毎月、 円～ 同 千円 円3 8,800 44 44,000

円を支給23,360



- 11 -

(３) 国民健康保険病院事業

① 職員給与費の条項

ア 決算

総 費 用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める (参考)
区 分 職員給与費比率 年度の総費用に占19

Ａ 実 質 収 支 Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

千円 千円 千円 ％ ％
年度20

487,542 2,827 231,191 47.4 50.4

職員数 給 与 費 一人当たり (参考)
区 分 Ａ 給 与 費 類 似 団 体 平 均

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／ 一人当たりの給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円
年度20

20 106,576 33,359 41,709 181,644 8,257 6,929

2 32,057 19,945 12,140 64,242 32,121 16,076医 師

4 18,672 1,904 7,590 28,166 7,042 -医療技術職

11 42,753 10,512 16,691 69,956 6,360 5,649看 護 師 等

2 8,786 868 3,488 13,142 6,571 6,503事 務 職

1 4,308 130 1,700 6,138 6,138 -技能労務職

(注) １ 職員手当には、退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成 年 月 日現在の人数である。21 3 31

イ 特記事項

・ 医師及び事務職を除く職員について、平成１９年度より行政職給料表から医療職給料表
へ切替え

【医療職給料表(２)：薬剤師、放射線技師、検査技師、栄養士、調剤助手】
【医療職給料表(３)：看護師、准看護師】

・ 医師を除く職員の給料月額を一律５％削減【実施期間：平成１９年度～平成２１年度】

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成 年 月 日）21 4 1
ア 医師

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

黒 松 内 町 歳 円 円44.5 1,357,703 2,675,673

類似団体平均 歳 円 円43.5 565,569 1,333,377

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

イ 医療技術職(薬剤師、放射線技師、検査技師、栄養士)

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

黒 松 内 町 歳 円 円55.7 401,250 574,907

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ウ 看護師(看護師、准看護師)

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

黒 松 内 町 歳 円 円49.4 402,900 592,186

類似団体平均 歳 円 円37.7 289,483 467,079

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。
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エ 事務職

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

黒 松 内 町 歳 円 円49.5 402,900 592,186

類似団体平均 歳 円 円44.1 349,239 541,753

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

オ 技能労務職

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

黒 松 内 町 歳 円 円57.3 359,000 504,341

うち調剤助手 歳 円 円57.3 359,000 511,542

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

黒 松 内 町 黒松内町（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額(平成 年度) １人当たり平均支給額(平成 年度)20 20
医 師 千円6,120
医療技術職 千円 千円1,897 1,464
看 護 師 等 千円1,377
事 務 職 千円1,744
技能労務職 千円1,700

(平成 年度支給割合) (平成 年度支給割合)20 20
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分3.0 1.5 3.0 1. 5

(加算措置の状況) (加算措置の状況)
な し な し

イ 退職手当（平成 年４月１日現在）21

黒松内町 黒松内町（一般行政職・団体平均等）

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分20 23.50 30.55 20 23.50 30.55
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分25 33.50 41.34 25 33.50 41.34
勤続 年 月分 月分 勤続 年 月分 月分35 47.50 59.28 35 47.50 59.28
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置その他の加算措置 その他の加算措置
( ％～ ％加算) ( ％～ ％加算)2 20 2 20

人当たり平均支給額 千円 千円 人当たり平均支給額 千円 千円1 3,152 1 27,190

(注) 退職手当の１人当たりの平均支給額は、平成 年度に退職した職員に支給された平均額である。20

ウ 特殊勤務手当（平成 年４月１日現在）21

支給実績(平成 年度決算) 千円20 5,640

支給職員 人当たり平均支給年額(平成 年度決算) 円1 20 2,820,000

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成 年度) ％20 9.5

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

院 長 円270,000
研究、研修手当 医 師 副院長 円200,000

医 師 円200,000

・手術料 件 点以上のものにつき、1 2,000
100 15手 術 手 当 医 師 手 術 当 該手術の 分の

・従事する医師が 人以上の場合は、支2
給すべき手術手当は分割支給

100 40往 診 手 当 医 師 往 診 往診料の 分の
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エ 時間外勤務手当

千円支給実績(平成 年度決算)20 1,538
千円支給職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 20 103
千円支給実績(平成 年度決算)19 1,938
千円支給職員 人当たり平均支給年額（平成 年度決算）1 19 138

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ その他の手当（平成 年４月１日現在）21

一般行政職 一般行政職 支 給 実 績 支給職員 人当たり1
手 当 名 内容及び支給単価 の制度との の制度と異 平 均 支 給 年 額

異同 なる内容 ( 年度決算) ( 年度決算)20 20

・配偶者
月額 円13,000

・配偶者以外の扶養親族１人につき
月額 円又は 円6,000 6,500

扶 養 手 当 ・ 歳に達する日後の最初の 月 日 同 千円 円15 4 1 1,541 192,676
から 歳に達する日以後の最初の22
月 日までにある子3 31
月額 人 円加算1 5,000

・交通機関利用
月額 円限度55,000

通 勤 手 当 ・自動車等使用者 同 千円 円281 93,738
通勤距離に応じて

円～ 円の範囲で支給2,000 24,500

・家賃の額が 円を超える借家等12,000
住 居 手 当 の場合、家賃に応じて 円を限 同 千円 円27,000 211 211,200

度
・持ち家は、 円又は 円2,500 2,000

・土、日曜日等に日直勤務を命ぜられ
宿日直手当 た職員に支給 異 支給額 千円 円9,700 4,850,000

医 師 １回につき 円20,000
看護師等 １回につき 円7,000

・管理職員を対象に支給
管理職手当 給料月額の 同 千円 円6 13％～ ％ 5,225 870,868

・世帯区分、扶養人数に応じて、 月11
寒冷地手当 から翌年 月までの毎月、 円～ 同 千円 円3 8,800 1,381 69,035

円を支給23,360

・正規の勤務時間として午後 時から10
翌日午前 時までの間に勤務するこ5

夜 間 勤 務 とを命ぜられた職員に、その勤務し 千円 円2,566 256,601
手 当 た全時間に対し、勤務 時間当たり1

の給与額に 分の の割合を乗じ100 25
て得た額を支給

・看護師、准看護師が正規の勤務時間
夜 間 看 護 による勤務の一部又は全部が深夜に
手 当 おいて行われる看護等の業務に従事 千円 円5,238 402,892

したときに支給


